
入 札 結 果 

 

件  名： 2023-2025 年度 JICA 北海道（帯広）車両運行管理業務 

入 札 日： 2023 年 1 月 11 日（水） 

時  間： 14 時 00 分から 

場  所： JICA 北海道（帯広） 2 階 セミナールーム 4 

 

社 

数 

社名／商号 

(法人番号) 

 

技術点 

第 1回  第 2 回  第 3 回  

金額（円） 
順

位 
金額（円） 

順

位 
金額（円） 

順

位 

1 
日本道路興運株式会社 

（7011101016571） 

 

118.25 37,206,000      

2 
大新東株式会社 

（8012401019180） 

 

166.50 31,488,000 
落

札 
    

3 
株式会社セノン 

（3011101023258） 

 

137.63 40,248,000      

（消費税等額を含まない金額） 

 

業務開始予定時期 2023年4月 業務完了予定時期 2026年3月 

入札参加者に求められた資格 （１）消極的資格制限  

以下のいずれかに該当する者は、当機構の契約

事務取扱細則（平成１５年細則 (調)第８号）第

４条に基づき、競争参加資格を認めません。ま

た、共同企業体の構成員や入札の代理人となる

こと、契約の再委託先または下請負人（業務従 

事者を提供することを含む。以下同じ。）とな

ることも認めません。  

１）破産手続き開始の決定を受けて復権を得な

い者具体的には、会社更生法（平成１４年法律

第１５４号）または民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）の適用の申立てを行い、更生計

画または再生計画が発効していない法人をい

います。  

２）独立行政法人国際協力機構反社会的勢力へ

の対応に関する規程（平成２４年規程(総)第２

５号）第２条第１項の各号に掲げる者具体的に

は、反社会的勢力、暴力団、暴力団員等、暴力

団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会



運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等を指し

ます。 

３）独立行政法人国際協力機構が行う契約にお

ける不正行為等に対する措置規程（平成２０年

規(調)第４２号）に基づく契約競争参加資格停

止措置を受けている者。  

具体的には、以下のとおり取扱います。  

a )競争参加資格確認申請書の提出期限日にお

いて上記規程に基づく資格停止期間中の場合、

本入札には参加できません。  

b )資格停止期間前に本入札への競争参加資格

確認審査に合格した場合でも、入札執行時点に

おいて資格停止期間となる場合は、本入札には

参加できません。  

c )資格停止期間前に落札している場合は、当該

落札者との契約手続きを進めます。 

  

（２）積極的資格制限  

当機構の契約事務取扱細則第５条に基づき、以

下の資格要件を追加して定めます。  

１）全省庁統一資格  

 公告日において令和04・05・06年度全省庁統

一資格の「役務の提供等」の「A」又は「B」又

は「C 」の等級に格付けされ、営業品目として

「運送」 を保持し、「北海道地域」の 競争参

加資格を有すること（以下「全省庁統一資格保

有者」という。）であること。  

２）日本国登記法人  

日本国で施行されている法令に基づき登記さ

れている法人であること。  

（３）共同企業体、再委託について  

１）共同企業体  

共同企業体の結成を認めます。ただし、共同企

業体の代表者及び構成員全員が、上記（１）及

び（２）の競争参加資格要件を満たす必要があ

ります。  

共同企業体を結成する場合は、共同企業体結成

届（様式集参照）を作成し、各社毎の競争参加

資格確認申請書と共に提出してください。結成

届には、原則として、構成員の全ての社の代表

者印または社印を押印してください。  

２）再委託  



 

以上 

注：法人番号とは、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の規定により、特定の法人その他の団体

を識別するための番号として指定されるものをいいます。 

公表サイト：http://www.houjin-bangou.nta.go.jp/ 

 

再委託は原則禁止となります。ただし、業務仕

様書に特別の定めがあるとき又は発注者の承

諾を得たときは、本件業務全体に大きな影響を

及ぼさない補助的な業務に限り再委託は可能

です。  

（４）応札制限（利益相反の排除）  

先に行われた業務等との関連で利益相反が生

じると判断される者、または同様の個人を主た

る業務従事者とする場合は、本件競争参加を認

めません。 

 

 

入札に参加させなかったものの商号又は名称

及びその理由 

該当なし 

低入札価格調査を行った場合の該当調査から

落札者決定までの経緯 

該当なし 


